
注４：地方債は、地方財政状況調査では借換債（72,400千円）が除かれるため、決算額（2,684,800千円）と一致しない。
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一般職員等（H24.4.1現在）（注２）

区　分 職員数 平均年齢 １人当り平均給料月額

実質単年度収支

F＋G＋H－I
239,712

積立金取崩し額
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市町村番号
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歳 316,10092
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円

335,848 円歳42.8

49.5 歳 348,100 円

40.6 円

歳 334,787 円42.8

副市長 637,500 円

市　長 1 人 H24.4.1

H24.4.11 人

704,000 円

特別職等（H24.4.1現在）

区　分 １人当り給料月額定数 適用開始年月日

180,526

0.1

24,553

0.0

2.8

50.7

19,212

0.6

0.1

630,000 円

議　長 440,000 円

教育長 H23.3.21

H12.4.11 人

議　員 380,000 円

副議長
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H12.4.11 人

1 人

人

起 債 制 限 比 率

H12.4.1

400,000 円

彩の国さいたま人づくり広域連合

埼玉県後期高齢者医療広域連合

職員１人あたり人口 142 人

東埼玉資源環境組合

一部事務組合への加入状況

埼玉県市町村総合事務組合

債務負担行為額 5,950,095 千円

千円

11,382,650
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11,139,229

千円
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16.1

6.1

7.9

16.1

使 用 料
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消 防 費

災 害 復 旧 費計

14,517

1,030,000

老人保健

28,826

公 債 費 2,870,794

国民健康保険財政調整基金

合 計 27,883,448 100.0

失 業 対 策 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費 28,826 0.1

(659,377)

繰 出 金 2,814,371

( う ち 補 助 )

積 立 金 592,690

投 資 及 び 出 資 金

( う ち 単 独 )

(うちそ の 他)

(1,670,375) (6.0)

(56,338)

(うち組合分 )

普 通 建 設 事 業 費 4,295,712 15.4

(18.5)

1,525,766

(6,438)
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59,290,492

71,70922,975

32,052

13,255 5,404,092

3,153,292

大瀬古新田土地区画整理事業

西袋上馬場土地区画整理事業

720,316

地方債の現在高（千円）

会 計 名

0

市町村民税の状況

0.6 

4,238,568 28.6 
市町村民税

1,069,744

軽 自 動 車 税

50.2 

区　　分 決算額(千円)

20,811,470公共下水道事業

現在高

一般 28,241,650

4.8 

0.0 

8.6 

100.0 

都 市 計 画 税 1,280,528

16,367

市町村たばこ税 714,998

810,441

41,363

194,066

243,421

合　　計 14,830,059

2,582,331

1,466,269

2,760,7872,760,787

31,443

10,019

合　　計

南部東一体型特定土地区画整理事業

上水道事業

1,701,284

(659,377)

8.9

労 働 費 123,012

農 林 水 産 業 費

総 務 費

3,103,307

区　　分

100.0 7.9 358,886

7,602

0.2

1,935,448

298,545

17.3

16.7

1.0

(18.2)

(17.6)

(1.1)

91.4

公営事業等への繰出し（千円）

上水道

下水道

歳出の状況（目的別）

7.5

0.0

うち経常一般財源等(千円)

1,192,288

1.2

増減率(%)

1.1 32.4

12.2 4.4

12.8

33.2

△30.2

決算額(千円) 構成比(%)

3,390,965

△1.7

21.3 28.9

4.6

6.9 8.3

0.4

10.3 △2.1

3.5 △5.2

9.6 △5.4

合 計 27,883,448 100.0 7.1

諸 支 出 金

前年度繰上充用金

655

基金現在高（千円）

一
般
会
計 合　計

その他 308,379

330,190

合　計 238,783

介護保険 238,128

後期高齢者医療

減債基金 3,308

合　　計

99,332

2,828,888

介護保険

375,000

735,259

574,780

宅地造成

国民健康保険

641,877

特
別
会
計

住 民

基 本

徴収率 90.2%

経常一般財源等(千円)

歳入の状況

特別土地保有税

13,549,531

180,526

(7.8)

(0.1)

(96.2)

１１２３４８

81,520

90.2%実質徴収率

0.1

地方公共団体コード

(10.5)

経常収支
比率(％) (注３)

9.9

29.8

9.2

61.1

20.7

(1,088,299)

(431,029)

(23.8) (31,520)

52,705

(20,494)

(9.2)

(8,090)

(△24.0) (691)

2,860

2.1

(2.4) (2.1)

10.1

(0.2)

注２：職員数は、教育長を含まない普通会計ベースの職員数である。なお、教育長が含まれる定員管理調査上の人数と比較すると１人少ない人数となる。

142.5 

％

調 査

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

人 口
密 度

(うち普通交付税)

(2,568,999)

△2.5

注３：経常収支比率の（　）書きの数値は、臨時財政対策債を経常一般財源としない場合の数値を示す。

注１：標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額（797,803千円）を含む。
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